
資料４ 

   あま市成年後見制度利用促進基本計画の期間延長等変更計画案 

 

１ 趣旨 

 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号。）第 23 条第 1項

において、市町村は国の成年後見制度利用促進基本計画を勘案し、当該市町村の区域

における成年後見制度の利用の促進に関する施策について基本的な計画を定めるよ

う努めるものとされています。 

 本市では、平成 31 年（2019 年）3月に、平成 31 年度（2019 年度）から令和 3年度

（2021 年度）までの 3 か年を計画期間とする第１次あま市成年後見制度利用促進基

本計画（以下「１次計画」という。）を策定しています。 

 今年度は、１次計画の最終年度であることから、国の第二期成年後見制度利用促進

基本計画（以下「二期計画」という。）を勘案し、第２次あま市成年後見制度利用促進

基本計画（以下「２次計画」という。）を策定すべきところですが、二期計画において、

市町村計画に盛り込むことが望ましいとされる「地域共生社会の実現に向けた参加支

援」等の課題については、本市では令和４年度及び５年度で策定する第３次地域福祉

計画の主要テーマとして検討する予定であり、また、第３次地域福祉計画において方

向性を示す予定の「重層的支援体制整備事業」では、権利擁護センターもその事業の

一翼を担う機関として役割を果たすことが求められると想定しています。 

 そこで、２次計画は第３次地域福祉計画策定の議論も踏まえて策定することが望ま

しいと判断し、地域福祉計画との整合性を保つため、その対象期間を念頭に１次計画

の計画期間を２年間延長して平成 31 年度（2019 年度）から令和５年度（2023 年度）

までの 5か年計画とするものです。 

 また、延長する期間内に検討すべき、「法人後見の担い手の育成・活動支援に向けた

検討」について、新たに盛り込むこととします。 

 

２ 変更点 

 （１）計画期間の変更 

   １次計画について、平成 31 年度（2019 年度）から平成 33 年度（2021 年度）

までの計画期間を、平成 31 年度（2019 年度）から令和５年度（2023 年度）まで

とします。 

 

 （２）法人後見の担い手の育成・活動支援に向けた検討 

   当地域でも今後、法人後見の必要性が高まることを想定し、計画の体系の基本

目標「２．権利擁護に関わる体制の整備・推進」に、「（３）法人後見の担い手の

育成・活動支援に向けた検討」を追加するものです。 

 

 （３）その他 

   変更箇所の詳細については、別紙「現行・改正案対照表」のとおり



   あま市成年後見制度利用促進基本計画 現行・改正案対照表 

№ 頁 項目 現行 改正案 

１ ８３ 
１．計画の性格 

 （４）計画の期間 

 本計画は、国の成年後見制度利用促進基本計画の対

象期間を念頭に平成 31年度（2019 年度）から平成 33

年度（2021 年度）までの 3 か年とします。第２次計

画については、平成 34年度（2022 年度）から平成 38

年度（2026 年度）までの 5 か年の計画期間を予定し

ています。 

 

 

 本計画は、市地域福祉計画との整合性を保つため、

その対象期間を念頭に平成 31 年度（2019 年度）から

令和５年度（2023 年度）までの 5 か年とします。第

２次計画については、令和 6 年度（2024 年度）から

令和 10 年度（2028 年度）までの 5か年の計画期間を

予定しています。 

 

 

２ ８５ ５．計画の体系 

 

 



３ ８９ 

６．施策・事業 

 ２.権利擁護に関わる

体制の整備・推進 

  （３）法人後見の担

い手の育成・活動

支援に向けた検

討 

 

 成年後見制度を必要とする本人の状況によっては、

個人の後見人等ではカバーできないケースも存在す

ることから、法人が後見人等となる法人後見も視野に

入れる必要があります。 

 法人後見は、多くの課題や長期の支援が必要なケー

スについて、法人内での協議により本人にとってより

望ましい支援を見つけ出せることに大きな意義があ

ります。 

 そこで、本市内で法人後見の担い手となる団体の育

成を進めていく必要があります。 

 本市では、中核機関の一部機能を担う市社会福祉協

議会が法人後見の担い手となることが望ましいと考

えます。 

 ただし、中核機関が法人後見実施団体を兼ねている

時には、判断の客観性を担保する等の運営上の工夫が

望まれることから、受任者調整（マッチング）機能を

充実させた専門職等の第三者による候補者推薦会議

を組織することについても検討していきます。 

 


